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JAGES プロジェクトによる大規模縦断研究に基づく 

高齢者の健康長寿の関連要因に関する主要な知見 
 

 

研究分担者  斉藤 雅茂 （日本福祉大学社会福祉学部） 
 

研究要旨 

 WHO (2017)による「健康長寿に関する行動の 10 年にむけた 10 の優先課題（10 Prior-

ities for a Decade of Action on Healthy Ageing）」では、ライフコースを通じた健康格差生

成の分析的なレビューが必要だと指摘している。本研究では、日本の高齢者を対象した

大規模縦断研究の１つである日本老年学的評価研究（JAGES）プロジェクトの成果を国

際的に発信するために、これまでに蓄積されたエビデンスの収集・整理を行った。本プ

ロジェクトでは、これまでに高齢者への縦断調査データ（パネルデータないしコホート

データ）に基づく学術論文が 55 編報告されていた。そのうち、要介護度をアウトカム

にしたものが 25 編、死亡が 14 編、抑うつ傾向が 9 編、IADL が 3 編であった。心理・

精神的健康や口腔の状態だけでなく、社会参加や社会関係・ソーシャルサポート、ライ

フコースを通じた社会経済的地位、被災に伴う住環境等の喪失、居住地域の市民参加や

社会的凝集性、互酬性などのソーシャル・キャピタルが高齢者の健康長寿と密接に関連

しており、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジが阻まれた結果として日本の高齢者にお

いて健康格差が生じていることを示すエビデンスは蓄積されつつあることが確認され

た。 

 

A. 研究目的 

高齢化への適正な対応は持続可能な発展

のために不可欠なグローバル・ヘルスの課題

である。高齢化については多くの国際機関が

開発・経済・就労・危機管理等の面で検討課

題としているところであるが、とりわけ健康

長寿（Healthy Aging）を達成するための関連

要因の解明は重要な課題である。WHO（201

7）の「健康長寿に関する行動の10年にむけた

10の優先課題（10 Priorities for a Decade of

 Action on Healthy Ageing）」では、健康長

寿に関する質の高いデータの収集（Collectin

g better global data on healthy ageing）が掲

げられ、ライフコースを通じた健康格差生成

の分析的なレビューが必要であるとしてい

る。 

 高齢者の健康と様々な生活習慣や行動、社 

会経済的な状況との関連については、健康科

学の領域だけでなく、社会・行動科学の領域

を含めて国内外で膨大な研究がなされてい

る。その際に、不健康であるために活動的に

なれず、活動的でないために不健康になると

いった双方向の関連があるため、横断研究に

よる分析ではなく、同一個人を追跡する縦断

研究に基づく知見の蓄積が重要である。また、

死亡や要介護がアウトカムである場合、追跡

期間内にそれらが発生することは多くない

ため、頑健な知見を得るためには大規模な調

査である必要がある。加えて、遺伝的・環境
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図１．JAGES（AGES）プロジェクトによる調査の概況 
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的・文化的な要因等を考慮すると、海外で確

認されている知見が日本にあてはまるかと

は限らない。日本の高齢者を対象にした研

究の知見を改めて整理しておく必要がある。 

近年では、国内でも大規模な縦断調査研

究の蓄積が進みつつある。たとえば、日本疫

学会のホームページには、１万人以上の対

象者を５年以上追跡した大規模コホート研

究として 16 調査が紹介されている（2018 年

2 月時点）。そのうえで、学術雑誌に掲載さ

れた論文を検索した1ところ、和文雑誌で 53

編、英文雑誌で 212 編の論文が該当した。

ここから調査対象が 1 万人以上であるもの

に限定し、がんなどの特定の疾患を扱った

論文を除き、一部ハンドサーチを加えたと

ころ、48 編の原著論文が得られた。そのう

ち、約８割（38 編）は日本老年学評価研究

（ JAGES： Japan Gerontological Evaluation 

Study）プロジェクトによる調査データに基

づくものであった。 

そこで、本分担研究では、日本の高齢者を

対象した大規模縦断研究の１つとして

JAGES プロジェクトが蓄積してきた研究成

                                                   
1 和文雑誌については，国立国会図書館サーチに

おいて「高齢者 AND コホート研究」および「高齢

者 AND 縦断研究 AND 健康」で検索し，英文雑誌

果をレビューし、それを国際的に発信する

ことを担う。そのために、今年度はまずはこ

れまでに得られたエビデンスの収集・整理

を行った。 

 

B. 研究方法 

１．AGES/JAGESプロジェクトの概要 

AGES （ Aichi Gerontological Evaluation 

Study；愛知老年学的評価研究）プロジェク

ト、ないし、JAGES プロジェクトでは 2003

年以降、３年に１度、市町村との共同で、要

介護認定を受けていない高齢者を対象にし

た数万人規模の質問紙調査を実施している

（代表：近藤克則、千葉大学予防医学研究セ

ンター教授）。調査は、原則として自記式の

質問紙調査を郵送法で行い、回収率はいず

れも概ね７割前後である。なお、2010 年調

査以降、対象地域が愛知県内から全国へと

拡大したため AGES から JAGES へ名称を

変更している（詳細はホームページを参照

https://www.jages.net/）。 

また、対象自治体からはその後の介護保

険の要介護認定データ、および、保険料賦課

については PubMed において「older Japanese AND 

cohort study」および「Japanese AND cohort study AND 

older」で検索した。 
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データ等の提供を受け、調査回答者のその

後の転帰（死亡や要介護度など）を把握する

前向きコホートデータも整備している。ま

た、各時点の横断調査データを個票単位で

突合することにより、パネルデータも整備

している（図１）。 

２．本レビューの対象 

 JAGES／AGES プロジェクトでは、2004

～2017 年までの 14 年間で、364 編の論文・

書籍を発表している（和文 267 本、英文 97

本）。このうち、高齢者への縦断調査データ

（パネルデータないしコホートデータ）に

基づく研究は、サブプロジェクトを含めて

55 編であった。そのうち、要介護度（認知

症を伴う要介護を含む）をアウトカムにし

たものが 25 編、死亡（全死亡／死因別死亡）

が 14 編、抑うつ傾向が 9 編、IADL が 3 編

であった。ここでは当該論文で扱われた説

明変数から心理・精神的健康、口腔、社会経

済的地位、社会参加、社会関係・ソーシャル

サポート、住宅被害・喪失、地域特性（ソー

シャル・キャピタル）、その他に整理して主

要な知見をレビューする。 

 

C. 研究結果 

１．心理・精神的健康との関連 

抑うつ傾向や健康度自己評価などの主観

的な健康指標がいずれもその後の客観的な

健康状態の悪化を予測する指標になること

が確認されている。たとえば、健康度が「良

い」と回答した高齢者と比べて「良くない」

と回答した高齢者の方が、調査時点での年

齢や婚姻状態、喫煙習慣、抑うつ傾向、慢性

疾患や障害の有無に関わらず、男性では

1.70 倍、女性では 1.67 倍ほど早期死亡リス

クが高い（Nishi et al. 2012）。また、抑うつ

傾向尺度（GDS）を短縮した５項目であって

も、うつ傾向に該当する群では 1.26 倍要介

護リスクが高く、1.33 倍死亡リスクが高い

こと（和田ら 2014）、ポジティブ感情が全

くない人と比べて、ポジティブな感情をも

つ群では男性で 50%、女性で 69%、認知症

発症リスクが低くなっていた（Murata et al. 

2015）。 

２．口腔との関連 

咀嚼力や残歯数など口腔の状態もまたそ

の後の健康状態を予測しうる重要な指標と

されており、多くの研究が報告されている。

たとえば、諸変数を調整したうえでも、自歯

20 本以上ある高齢者と比べて、19 本以下の

高齢者は 1.83 倍、心血管疾患死亡と呼吸器

疾患死亡リスクが高いことが報告されてい

る（Aida et al. 2011c）。また、死亡ではなく、

要介護（健康寿命）との関連においても、自

歯 20 本以上の群と比べて、19 本以下では

1.21 倍要介護への移行リスクが高く（Aida 

et al. 2011a）、85 歳以上では残歯数 20 本以

上であることで男性は 92 日、女性は 70 日

健康寿命が延伸している（Matsuyama et al. 

2017a）ことが明らかになっている。そのほ

か、口腔の状態は、その後の転倒（Yamamoto 

et al. 2012b）や IADL の低下（Sato et al. 2015）、

抑うつ傾向への移行（Yamamoto et al. 2016）、

閉じこもり状態への移行（Koyama et al. 

2016b）などとも有意な関連が認められてい

る。なお、自歯 19 本以下であっても義歯利

用群では、認知症発症リスクやその後転倒

リ ス ク が 有 意 に は 上 昇 し て お ら ず

（Yamamoto et al. 2012a；Yamamoto et al. 

2012b）、義歯利用の有効性についても示唆

されている。 

３．社会経済的地位との関連 

 社会経済的地位の低さが健康リスクにな

りうること、とくに男性高齢者の間で顕著

な関連が認められることが明らかにされて

いる。たとえば、男性高齢者の間では、年齢

に関わらず、教育年数が短い人の方が、ま

た、所得が少ない人の方が 1.6～2.0 倍程 
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表１ JAGES プロジェクト縦断データを用いた論文と主な知見 

論文 使用データ 
主要な 

説明変数 

被説明変数 

（アウトカム） 
主な知見 

＜心理・精神的健康関連＞ 

Nishi et al (2012)  2003－2007

コホート 

健康度自己評

価 

全死亡 健康度が良くないと回答した高齢者の方が、1.7 倍

程度早期死亡リスクが高い。 

和田ほか(2014) 2003－2007

コホート 

GDS５項目 全死亡、要介

護等 

GDS５において「うつなし」に対して「うつ傾向」

は有意に高いハザード比（要介護認定：HR＝1.26、

死亡：HR＝1.33）」を示した 

Murata et al (2015)  2003－2007

コホート 

ポジティブ感

情 

認知症を伴う

要介護 

ポジティブ感情が全くない人と比べて、ポジティブ

感情が高い群では男性で 50%、女性で 69%、認知

症発症リスクが低い。 

＜口腔関連＞ 

Aida et al (2011a)  2003－2007

コホート 

残歯数 要介護 残歯 19 本以下の人は 1.21 倍要介護移行リスクが高

い。嚥下機能は有意な差なし 

Aida et al (2011c)  2003－2007

コホート 

歯の健康 死因別死亡 残歯 19 本以下の人は 1.83 倍、嚥下困難な人は 1.85

倍、心血管疾患死亡と呼吸器疾患死亡リスクが高い。

癌死亡には有意な関連なし。 

Yamamoto et al 

(2012a)  

2003－2007

コホート 

歯の状態 認知症を伴う

要介護 

「自歯が 19 本以下で入れ歯なし」の人は 1.9 倍、認

知症に伴う要介護のリスクが高い。 

Yamamoto et al 

(2012b)  

2003－2006

パネル 

歯の状態 転倒 転倒経験がなかった人に限定した上で、「自歯 19 本

以下で入れ歯なし」の人は 2.5 倍その後の転倒者が

多い。 

Sato et al (2016) 2010－2013

パネル 

残歯数 IADL 残歯数 20 本以上の人と比べて、歯がない人は有意に

IADL が低下しやすい(β=-.178)。歯がないことは脳卒

中の既往歴と同程度の影響。 

Yamamoto et al 

(2016)  

2010－2013

パネル 

歯の状態 抑うつ傾向 無歯顎者では 1.28 倍、半年前より固いものを食べる

ものが困難になった人では 1.2 倍、抑うつ傾向へ移

行するリスクが高い。 

Koyama et al 

(2016b)  

2006－2010

パネル 

歯の本数 閉じこもり 

（外出頻度の乏しさ） 

追跡期間に閉じこもり移行は 7.4%。前期高齢者では

残歯数 20 本未満では 1.78 倍閉じこもりになりやす

い（後期高齢者では有意な関連なし） 

Matsuyama et al 

(2017a)  

2010－2013

コホート 

歯の状態 要介護 

（健康寿命） 

残歯数 20 本以上群は要介護リスクが低い。85 歳以

上では、残歯数 20 本以上によって男性は 57 日・女

性は 15 日寿命が延び、それぞれ 92 日・70 日健康寿

命が延伸。 

＜社会経済的地位関連＞  

Kondo N. et al 

(2009)  

2003－2007

コホート 

相対所得 要介護 男性は所得の多寡だけでなく、他者と比べた所得の

少なさが要介護リスクを有意に上昇させる（女性で

も同様の傾向だが有意ではない） 

Hirai et al (2012)  2003－2006

コホート 

所得 全死亡、要介

護 

男性は年収 250 万円以上と比べて、非課税世帯で

1.7 倍要介護に、1.5 倍死亡に至りやすい（女性でも

概ね同様の傾向あり） 

近藤克ほか(2012) 2003－2007

コホート 

所得・教育年

数 

全死亡、要介

護 

低所得や低学歴の男性は、その後の要介護や死亡リ

スクが高い（女性では一部で勾配を認めるが有意で

はない） 

近藤尚ほか(2012) 2003－2007

コホート 

相対所得 全死亡 男性では所得の多寡だけでなく、他者と比べた所得

の少なさが早期死亡リスクを有意に上昇させる。 

Saito M et al 

(2012)  

2003－2007

コホート 

貧困・社会参

加・社会的孤

立 

全死亡 貧困と社会的孤立や社会参加の乏しさが重複した群

では 1.29 倍死亡リスクが高い。女性のほうがその

関連は強い傾向あり。 

Kondo N. et al 

(2015)  

2003－2007

コホート 

相対所得 死因別死亡 他者と比べた所得の少ないと男性では心血管疾患に

よる死亡リスクが 1.50 倍上昇。ガンやその他疾患

による死亡とは有意な関連なし。  
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表１ つづき 

論文 使用データ 
主要な 

説明変数 

被説明変数 

（アウトカム） 
主な知見 

Tani et al (2016a)  2010－2013

コホート 

幼少期の社会

経済的地位 

全死亡 男性では幼少期の SES が高いと死亡リスクが低い

（HR=0.75）。女性では有意な関連なし。とくに 75

歳以上の世代で強い関連あり。 

Tani et al (2016b)  2010－2013

パネル 

幼少期の社会

経済的地位 

抑うつ傾向 幼少期の SES が低い群では抑うつ傾向への移行リ

スクが高い（RR=1.44)。前期高齢者でより顕著な傾

向あり。なお、教育歴・成人期の SES などが高さ

はこの関連を緩衝する。 

Murayama et al 

(2017)  

2010－2013

パネル 

幼少期の社会

経済的地位 

IADL 幼少期の低 SES は高齢期の IADL 衰退と関連する

が、出生コホートによる相違がある。より高齢な層

では幼少期の SES が直接高齢期の IADL 衰退と関連

する。 

Inoue et al. (2016) 2003－2013

コホート 

出生月 全死亡 12 月生まれの男性高齢者は 14%死亡率が高く、1 月

生まれでは 10%低い。届け出を 12 月にするか１月

にするかが幼少期の社会経済的状況の代理指標にな

りうる 

＜社会参加関連＞ 

平井ほか(2009) 2003－2006

コホート 

基本属性、社

会参加、社会

関係、社会経

済的地位ほか 

要介護 男女共通して年齢、治療疾病、服薬数、転倒経験、

咀嚼力、排泄障害、生活機能、健康度自己評価、抑

うつ傾向、歩行時間、外出頻度、友人交流頻度、社

会参加などが要介護と関連 

竹田ほか(2010) 2003－2007

コホート 

社会参加、他 認知症を伴う

要介護 

スポーツ的活動、園芸的活動、観光的活動など社会

参加をしていない高齢者は男女ともに認知症発症リ

スクが高い 

Kanamori et al 

(2012)  

2003－2007

コホート 

スポーツ頻度

と会 

要介護 頻繁に運動していてもスポーツ組織に参加してない

人は要介護に至りやすいのに対し、頻度が少なくて

も組織参加者は有意な関連なし 

Takagi et al (2013)  2003－2006

パネル 

社会参加 抑うつ傾向 女性は組織参加と役割(役職)をもった参加がそれぞ

れが抑うつリスクの軽減につながる。男性は役割を

もって数多く参加していることが保護的に働く 

Ichida et al. (2013) 2006－2008

パネル（武豊

プロジェクト） 

サロン参加 健康度自己評

価 

背景要因の違いを考慮しても、サロン参加者は非参

加者よりも２年後に主観的健康感が良い人が 2.52 

倍多い 

Kanamori et al 

(2014)  

2003－2007

コホート 

社会参加 要介護 社会参加を全くしていない群と比べて、１つ参加群

では要介護リスクが 0.83 倍、２つ参加群は 0.72

倍、３つ以上参加群は 0.57 倍。 

Hikichi et al. 

(2015)  

2006－2012

コホート（武

豊プロジェクト） 

サロン参加 要介護 サロン開設後から５年間においてサロンに頻繁な参

加者は、そうでない人よりも要介護認定を受けるリ

スクが低い（HR=0.49） 

Ishikawa et al. 

(2016) 

2003－2008

コホート 

社会参加 全死亡 自治会などの社会組織に参加している高齢者のなか

でも、通常メンバーと比べて、役員についている人

の方が死亡リスクが 12%低い 

Ashida et al. (2016)  2003－2007

コホート 

社会参加 要介護 スポーツや趣味の会への参加は要介護リスクがそれ

ぞれ 0.66 倍、0.69 倍低い。役割をもった参加も要

介護リスクが 0.82 倍。この関連は高学歴の人々の

間でより顕著な傾向あり 

Hikichi et al. 

(2017a)  

2006-2010-2013

パネル（武豊プ

ロジェクト） 

サロン参加 

（年４回以

上） 

認知症自立度 

（Ⅰ以上） 

年４回以上のサロン参加群では、認知症をともなう

要介護リスクが 0.7 倍に低下している。 
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表１ つづき 

論文 使用データ 
主要な 

説明変数 

被説明変数 

（アウトカム） 
主な知見 

Tsuji et al. (2017a) 2010－2013

パネル（岩沼

プロジェクト） 

被災と運動頻

度 

抑うつ傾向 運動参加が 5～6 回/月もしくは歩行時間が 75 分/

日は住宅被害 1 段階に相当する抑うつ度の悪化を

相殺できる可能性あり 

(それぞれ β=-.049、β=-.034)。 

Shiba et al (2017)  2010－2013

パネル 

退職（社会参

加） 

抑うつ傾向 就労継続者と比べて退職者では抑うつ傾向が上昇

（男性：β=0.33、 女性：β=0.29)。 就労移行者は

抑うつ傾向が低下し（β=-0.20）、退職継続者は抑

うつ傾向が上昇(β=0.13） 

＜社会関係・ソーシャルサポート関連＞ 

Aida et al (2011b) 2003－2008

コホート 

個人単位のソ

ーシャル・キ

ャピタル 

全死亡 社会的ネットワークは男女ともに全死亡と関連

（男性：交流頻度少、HR=1.30、女性：友人な

し、HR=1.81)。女性では一般的信頼の高さも全死

亡と関連（HR=0.65) 

斉藤雅ほか(2013) 2003－2007

コホート 

社会的孤立と

生活満足 

要介護 孤立高齢者は 1.34 倍、要介護状態への移行リスク

が高く、男性高齢者の間では満足孤立でも 1.27

倍、要介護リスクが高い 

斉藤雅ほか(2015) 2003－2013

コホート 

社会的交流の

頻度 

全死亡、要介

護等 

毎日頻繁群と比べて、月 1 回未満群では、1.37 倍

要介護２以上に、1.45 倍認知症を伴う要介護に、

1.34 倍早期死亡に至りやすい。 

Hikichi et al. 

(2017b) 

2010－2013

パネル（岩沼

プロジェクト） 

仮設住宅への

移転方法 

社会的な結び

つき 

震災後、集団移転は社会的結びつきを高める効果

があった(B=.053)が、個別移転は低下させていた

(B=-.039)  

Hikichi et al. 

(2017c)  

2010－2013

パネル（岩沼

プロジェクト） 

住宅被害と社

会的な結びつ

き 

認知症自立度 震災後に社会的結びつきが悪化していると、住宅

被害が認知症に与える影響が大きく、社会的結び

つきが改善していると小さい。  

Tani et al. (2017)  2010－2013

コホート 

孤食 全死亡 同居者がいても孤食の男性は 1.48 倍、死亡リスク

が高い。女性は同居者がいる孤食で 1.18 倍、独

居の孤食で 1.10 倍、死亡リスクが高い 

Saito T et al (2017)  2003－2013

コホート 

世帯構成 要介護 独居および配偶者以外のみと同居の男性は要介護

リスクが高い（それぞれ HR=1.38、1.45)。ソーシ

ャルサポートがあることによって 24.4%もしくは

15.8%のリスクを軽減できる。 

Murata et al (2017)  2003－2013

コホート 

ソーシャル 

サポート 

要介護 ソーシャル・サポートがない男性は 1.25 倍、女性

は 1.08 倍要介護リスクが高い。近隣や友人のサポ

ートがあれば 11～15%リスクを軽減 

Sasaki et al (2017) 2010－2013

パネル（岩沼

プロジェクト） 

被災後の転居

先 

抑うつ傾向 被災後に非転居者と比べて、仮設住宅転居者は抑

うつ傾向発症リスクが 2.1 倍高い。みなし仮設や

新居転居者は有意な差なし。 

Aida et al. (2017) 2010－2013

コホート（岩

沼プロジェク

ト） 

被災と社会関

係 

全死亡 抑うつ傾向の高齢者は被災時も被災後も死亡リス

クが高い。社会的ネットワークが豊かな高齢者は

被災時の死亡リスクは高いが、被災後の死亡リス

クが有意に低い(HR=0.46)。 

Saito T et al (2018)  2003－2013

コホート 

社会関係 認知症を伴う

要介護 

配偶者・同居家族・友人・グループ参加・就労は

それぞれ認知症発症リスクを 11％～17％低下させ

る。これらの 5 つに該当すると認知症発症リスク

が 46%減少。  

＜住宅被害・喪失関連＞ 

Hikichi et al. 

(2016)  

2010－2013

パネル（岩沼

プロジェクト） 

震災による住

居被害 

認知症自立度 住宅が全壊、大規模半壊の高齢者はその後認知症

度が高い傾向あり（全壊：B=0.29、 大規模半

壊：B=0.12）。住宅全壊の影響は歩行時間の減少

や脳卒中の発症より強い。 
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表１ つづき 

論文 使用データ 
主要な 

説明変数 

被説明変数 

（アウトカム） 
主な知見 

Tsuboya et al 

(2016) 

2010－2013

パネル（岩沼

プロジェクト） 

被災に伴う喪

失等 

抑うつ傾向 自宅全壊・仕事の喪失、被災直後に精神科を受診

できなかったことが被災後の抑うつ傾向の悪化と

関連（家族・友人の喪失は有意な関連なし）。 

Tsuboya et al 

(2017) 

2010－2013

パネル（岩沼

プロジェクト） 

震災の被害（家

族の喪失、家屋の被

害、仕事の喪失な

ど） 

IADL 自宅全壊・仕事の喪失・内科を受診できなかった

ことがそれぞれ IADL の悪化と関連（それぞれ

B=-0.67、B=-0.36、B=-0.40）。 

Matsuyama et al 

(2017b)  

2010－2013

パネル（岩沼

プロジェクト） 

震災被害 歯の喪失 8.2%が歯を喪失。震災被害が大きい群で歯の喪失

が多く、経済状況の悪化は 8.1%、家屋の被害は

1.7%、歯の喪失リスクを増加させる。 

＜地域特性（ソーシャルキャピタル）関連＞ 

Aida et al (2013)  2003－2007

コホート 

ソーシャル・

キャピタル 

要介護 個人レベルの諸特性を調整した上でも、女性は信

用できない人が多い地域に居住していると 1.7 倍

程度、要介護認定に至りやすい 

Koyama et al 

(2016a)  

2010－2013

パネル 

ソーシャルキ

ャピタル 

歯の喪失 地域の市民参加が高い地域では 7%程度歯の喪失

リスクが低下する。 

Honjo et al. 

(2018)  

2010－2013

パネル 

世帯構成とソ

ーシャルキャ

ピタル 

抑うつ傾向 男性では配偶者とのみ同居と比べて、独居で 1.43

倍、配偶者と親と同居で 1.47 倍、抑うつ傾向に至

りやすい。これらの負の影響は社会的凝集性が高

い地域では弱まる傾向あり。 

＜その他＞ 

Nakade et al 

(2015)  

2003－2007

コホート 

BMI 全死亡 全体的には痩せにおいて死亡リスクが高い。同時

に、男性の場合は、低所得で肥満傾向にあると 

1.96 倍死亡リスクが高い。 

Cable et al. 

(2017)  

2010－2013

パネル 

睡眠障害の数 抑うつ傾向 何らかの睡眠障害を抱えている高齢者は 80%程

度。睡眠障害が全くない群は抑うつなしとは関連

する（抑うつの軽減には有意な関連はない） 

竹田ほか(2016) 2003－2008 

コホート 

認知症リスク

評価尺度 

認知症を伴う

要介護 

健康に関わる質問紙調査データを用いて認知症リ

スクを予測する 13 因子（0～15 点：点数が高いほ

ど高リスク）を抽出。 

辻ほか(2017b) 2011－2015

コホート（基

本チェックリス

ト） 

要支援・要介

護リスク評価

尺度 

要介護 健康に関わる質問紙調査データや健診データを用

いて要介護リスクを予測する 10 項目（55 点満

点：点数が高いほど高リスク）を抽出。 

（筆者作成） 
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度、早期死亡に至るリスクが高く（近藤克ほ

か 2012）、自己申告による所得データでな

く、より客観的な所得情報（介護保険制度の

保険料区分・賦課情報）でみても、同様の健

康格差が認められている（Hirai et al. 2012）。

また、所得は絶対的な少なさだけではなく、

周囲の他者（準拠集団）と比べた相対的な少

なさ（相対所得）も心理社会的なストレスと

なって、とくに男性の間では要介護リスク

（Kondo N. et al. 2009）、全死亡リスク（近

藤尚ら 2012）、心血管疾患による死亡リス

ク（Kondo N. 2015）になることも報告され

ている。加えて、ライフコースの観点から

は、高齢期だけでなく、幼少期の経済状況が

良好でないほど、高齢期の IADL 衰退

（Murayama et al. 2017）、抑うつ傾向への移

行（Tani et al. 2016b）、全死亡（Tani et al. 

2016a）リスクになりうること、一方で、こ

れらの関連は出生コホートによって異なる

ことも示唆されている。 

４．社会参加・社会関係との関連 

高齢期における社会参加は、幸福な老い

（Successful aging）の重要な要素の１つと考

えられている。活動理論（Activity theory）

によれば、高齢期にも積極的に社会的な活

動をしている（役割を維持もしくは新たに

獲得している）ほど人間関係が維持され、他

者からの肯定的な評価を得る機会が増え、

本人の幸福感の維持にもつながると考えら

れている。健康の社会的決定要因の一つと 

しても、社会参加や社会活動と呼ばれるよ

うな地域での様々な活動に参加しているこ

とが健康に望ましい効果があると考えられ、

国内でも実証的なエビデンスが蓄積されつ

つある。 

大規模縦断研究からも、自治会などの社

会組織に参加することが健康維持につなが

るだけでなく、役割・役職をもった参加であ

ることが、その後の抑うつ傾向（Takagi et al. 

2013）や要介護（Ashida et al. 2016）、死亡

リスク（Ishikawa et al. 2016）に対して保護

的に機能しうることが確認されている。な

かでも、愛知県武豊町での介入研究に基づ

いて、住民運営型のサロン参加者は、背景要

因等を考慮した上でも、２年後の健康度自

己評価が良好に至りやすく（ Ichida et al. 

2013）、要介護リスクが 51%低下し（Hikichi 

et al. 2015）、認知症を伴う要介護リスクも

30%程度低下することが報告されている。

また、スポーツ活動に限定しても、一人で頻

繁に行うよりもグループで行う方が要介護

リスクを軽減できる可能性があること

（Kanamori et al. 2012）、就労に着目した場

合、退職者と退職継続者はその後の抑うつ

傾向が有意に上昇するのに対し、就労移行

者は抑うつ傾向が改善していることが報告

されている（Shiba et al. 2017）。 

社会的孤立などの社会関係の乏しさが健

康長寿と関連していることが確認されてい

る。友人がいないなど孤立した高齢者は

1.81～1.30 倍死亡リスクが高い（Aida et al. 

2011b）、孤立していて生活に満足していな

い高齢者は男女ともに要介護への移行リス

クが高く、男性では生活に満足していても

孤立していると 1.27 倍その後の要介護リス

クが高い（斉藤雅ら 2013）、他者との交流

頻度は週１回未満からが要介護リスクにな

り、月１回未満になると死亡リスクにもな

る交流の乏しさである（斉藤雅ら 2015）と

いったことが報告されてきた。配偶者・同居

家族・友人・グループ参加・就労はそれぞれ

認知症発症リスクを 11％～17％低下させ、

これらの 5 つの社会関係を有していると認

知症発症リスクが 46%減少という結果も得

られている（Saito T et al. 2018）。このほか

に、食事場面に着目した研究では、同居者が

いる孤食男性は 1.48 倍死亡リスクが高く、

女性の場合は、同居者の有無に関わらず孤

食群では 1.10～1.18 倍程度死亡リスクが高

くなっていた（Tani et al. 2017）。 
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５．住宅被害・喪失の影響と緩衝要因 

 宮城県岩沼市では、東日本大震災前にあ

たる 2010 年にも質問紙調査を実施してい

たため、JAGES のサブプロジェクト（岩沼

プロジェクト）として、自然実験デザインに

基づく、震災に伴う住宅被害等がその後の

高齢者の健康に及ぼす影響が検証されてい

る。たとえば、震災被害が大きい群で歯の喪

失が多く、経済状況の悪化や家屋の被害が

あるほどそのリスクが増加すること

（Matsuyama et al. 2017b）、自宅の全壊と仕

事の喪失、被災直後に精神科を受診できな

かったことが被災後の抑うつ傾向の悪化

（Tsuboya et al. 2016）および IADL の悪化

（Tsuboya et al. 2017）と関連していること、

震災による住宅被害が全壊、大規模半壊の

高齢者はその後認知症度が高い傾向あり、

住宅全壊の影響は歩行時間の減少や脳卒中

の発症より強い影響であること（Hikichi et 

al. 2016）などが報告されている。 

それと同時に、震災が健康にもたらす影

響を緩衝もしくは増加させる要因について

もいくつか明らかになっている。たとえば、

被災後に非転居者と比べて仮設住宅転居者

は抑うつ傾向発症リスクが 2.1 倍高く、み

なし仮設や新居転居者では有意な差が認め

られないこと（Sasaki et al. 2017）、震災後

の集団移転は社会的結びつきを高めたのに

対し、個別移転は社会的な結びつきを低下

させ（Hikichi 2017b）、震災後に社会的結び

つきが悪化していると、震災に伴う住宅被

害がその後の認知症発症に与える影響が大

きく、社会的結びつきが改善しているとそ

の影響が小さくなること（Hikichi et al. 2017c）

が報告されている。また、社会的ネットワー

クが豊かな高齢者は被災後の死亡リスクが

有意に低く（Aida et al. 2017）、一ヶ月あた

り 5～6 回のスポーツ参加もしくは 1 日 75

分の歩行が住宅被害１段階（なし→一部破

損→半壊→大規模半壊→全壊）相当の抑う

つリスクを相殺できる要素であること

（Tsuji et al. 2017a）を報告している。 

６．地域特性（ｿｰｼｬﾙ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ）との関連 

地域単位のソーシャル・キャピタルが高

齢者の健康にもたらす影響については、マ

ルチレベル・モデル（階層線形モデル）に基

づいた知見が蓄積されつつある。また、この

点を検討するために、市民参加・社会的凝集

性・互酬性の３因子で構成される地域単位

の健康関連ソーシャル・キャピタル指標

（Saito et al. 2017）の開発も試みている。そ

の結果、女性高齢者の間では、個人属性を調

整した上でも「一般的に人は信用できない」

という意見が１％高い地域に居住している

と、その後 1.68 倍程度要介護認定に至りや

すいこと（Aida et al. 2013）、地域の市民参

加が高い地域に居住している高齢者は 7%

程度歯の喪失リスクが低下していること

（Koyama et al. 2016a）、社会的凝集性の高

い地域では世帯構成が抑うつ傾向に及ぼす

影響が弱まる傾向にあること（Honjo et al. 

2018）などが報告されている。 

７．その他 

 その他として、BMI に着目した研究では、

全体的には痩せにおいて死亡リスクが高い

ものの、男性の低所得者では肥満傾向にあ

ると 1.96 倍死亡リスクが高いいう知見が

得られている（Nakade et al. 2015）。また、

睡眠障害が全くない良い睡眠は抑うつ傾向

に至りにくいが、既に抑うつ傾向にある群

では良い睡眠であっても抑うつ傾向が改善

するわけではない（Cable et al. 2017）という

結果であった。また、大規模コホートデータ

の強みを活かして、バスや電車で一人で外

出できるか、15 分位続けて歩いているか、

転倒に対する不安は大きいかなど 10 項目

（0～55 点）で構成される要支援・要介護リ

スク評価尺度（辻ら 2017b）や、抑うつ傾向

にあるかや心配事や愚痴を聞いてくれる人

がいるか、食事の用意をすることができる
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かなど 13 因子（0～15 点）で構成される認

知症リスク評価尺度（竹田ら 2016）も開発

されている。 

 

D. 考 察 

 健康の社会的決定要因（Social determi-

nants of health）という観点からは、遺伝子や

生活習慣だけでなく社会経済的な要因が個

人の健康に密接に関連すると考えられてい

る。本レビューによれば、日本の高齢者を対

象にした大規模縦断研究からも、生活習慣

だけでなく、また、心理・精神的健康や口腔

の状態だけでなく、その上流にある要因と

して社会参加や社会関係・ソーシャルサポ

ート、教育年数や所得、所得の格差などのラ

イフコースを通じた社会経済的地位、住環

境の喪失、居住地域の市民参加・社会的凝集

性・互酬性といったソーシャル・キャピタル

が、高齢者の健康長寿に関与し、その結果と

して健康格差が生じていることが確認され

た。 

 既に健康日本 21 では、健康寿命の延伸と

健康格差の縮小を掲げ、社会環境の質の向

上に言及している。本結果もまたハイリス

クな個人に着目したアプローチとともに、

ソーシャル・キャピタルの充実、社会経済的

格差の抑制、社会参加や身体活動を促進す

るような建造環境、家庭の経済力などに依

らず誰でも能力開発できる小児期からの教

育など含む社会政策が重要であることを示

唆するものと考えられる。それと同時に、本

レビューで取り上げた論文は一部を除いて

観察研究に基づくものであり、各要因のメ

カニズムの解明および介入研究の蓄積につ

いては今後さらなる課題が必要である。 
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